
特別支援アドバイザー取扱要綱 

（平成２１年４月１日教育長決定） 

 

（目 的）           

第１条 この要綱は、要請に応じて公立の幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及

び幼保連携型認定こども園（以下「各学校」という。）を巡回し、発達障害を含む障害のある幼

児、児童及び生徒への教育的支援の在り方等について助言・援助を行う会計年度任用職員であ

る「特別支援アドバイザー」（以下「アドバイザー」という。）の取扱いに関し必要な事項を定

めるものとする。 

 

（職務内容） 

第２条 アドバイザーは、各教育事務所に勤務する特別支援教育担当指導主事と連携し、発達障

害を含む障害のある幼児、児童及び生徒一人一人の教育的ニーズに応じた指導・支援の在り方

等について、派遣先の各学校の教員、特別支援教育支援員、ボランティア等に対し助言・援助

を行い、特別支援教育の充実を図るものとする。 

  アドバイザーの主な業務内容は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）各学校における、発達障害を含む障害のある幼児、児童及び生徒の指導・支援に関する助 

言・援助 

（２）その他、特別支援教育の推進に関わることで、教育事務所長が必要と認める事項 

 

（アドバイザーの採用要件及び任期） 

第３条  アドバイザーは、次の各号に該当する者で、地方公務員法（昭和２５年法律 第２６１

号）第１６条各号のいずれにも該当しない者のうちから、１年を超えない期間を任期として採

用する。ただし、任期は、年度をまたがって定めることはできないものとする。  

（１）教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）に基づく各相当学校の相当免許状を有する 

者又はそれに該当すると認められる知識、技術を有する者 

（２）職務を行うために必要な熱意と識見をもっている者 

 

（任期の更新） 

第４条 アドバイザーが次の各号のいずれにも該当する場合には、任期の更新を行うことができ

る。この場合において、当該更新後の任期の末日は、更新する直前の任期の採用の日が属する

会計年度の末日までの期間内で定めるものとする。 

（１）当該アドバイザーの職に同一の者を引き続き任用する必要があること。 

（２）当該アドバイザーの任期の更新直前の任期における勤務成績が良好であること。 

 

（選考考査の実施） 

第５条 アドバイザーの選考考査については、特別支援教育課長が別に定める。 

 

（採用等の手続き） 

第６条 アドバイザーの採用に当たっては、インターネットの利用又は公共職業安定所への求人

申込み等による告知の活用等により、できる限り広く募集を行うものとする。ただし、必要と

される知識、経験、技能等の内容、勤務公署の所在地、任期、採用の緊急性等の事情から公募

により難いと県教育委員会が認めた場合は、この限りではない。 

 

 



（勤務公署） 

第７条 アドバイザーの勤務公署は、原則として教育事務所とする。ただし、派遣期間中はこの

限りではない。 

２ 派遣期間中は、要請に応じた派遣先の所属を勤務公署として取り扱うものとする。 

 

（勤務条件の明示） 

第８条 教育事務所長は、辞令を交付する際に、勤務条件明示書（別記第１号様式）により、勤

務条件を明示するものとする。 

 

（勤務の態様） 

第９条 アドバイザーの勤務については、１週間の勤務時間を２９時間以内で、勤務する日を週

５日以内とする。 

 

（勤務時間の割振り） 

第１０条 勤務日及び当該勤務日における勤務時間並びに休憩時間は、教育事務所長及び派遣先の

所属長が定めるものとする。ただし、１日の勤務時間は７時間４５分を超えないものとする。 

２ 週の中途で勤務公署を異にする場合にあっては、前の勤務公署における勤務時間を考慮の上、

現在の勤務公署において１週間の勤務時間数を超えないよう割り振るものとする。  

 

（派遣期間） 

第１１条 アドバイザーの派遣期間は、４月から３月までの１２か月間とするものとする。１校へ

の派遣期間は、原則として３日間から２週間とし、市町村教育委員会（政令指定都市を除く。）

又は県立学校（特別支援学校を除く。）と、教育事務所との協議により調整するものとする。 

 

（派遣の要件） 

第１２条 アドバイザーを派遣要請する場合は、派遣先の所属においてアドバイザーの執務場所を

確保するなど、校（園）内における受入体制を整えることを要件とする。 

 

（派遣の申請） 

第１３条 市町村教育委員会が派遣の申請を行う場合は、当該管轄する各学校において、第２条各

号に規定する職務内容及び第１２条の規定する校（園）内の受け入れ体制等を確認のうえ、特別

支援アドバイザー派遣申請書（別記第２号様式）に、次の各号に定める書類を添え、所管する教

育事務所長に申請するものとする。 

（１）各学校の校（園）長からの派遣要請書 

（２）状況報告書 

２ 派遣の申請を行うにあたり、複数の学校等から要請がある場合は、市町村教育委員会において

早急な支援が必要であると認められる順に記載のうえ、申請するものとする。 

３ 県立学校（特別支援学校を除く。）が派遣の申請を行う場合は、第２条各号に規定する職務内

容及び第１２条の規定する校内の受け入れ体制等を確認のうえ、特別支援アドバイザー派遣申請

書（県立学校版）（別記第３号様式）に、状況報告書を添え、担当する教育事務所長に申請する

ものとする。 

 

（派遣申請期間） 

第１４条 派遣申請は、原則として、４月、８月及び１２月中に行うものとする。ただし、任用期

間及び申請状況等によっては、この限りではない。 

 



（派遣の決定） 

第１５条 教育事務所長は、前条の規定に基づく申請があったときは、当該申請書の内容等を確認

し、適当と認められたときは速やかに派遣を決定し、市町村教育委員会にあっては特別支援アド

バイザー派遣決定書（別記第４号様式）により、県立学校（特別支援学校を除く。）にあっては

特別支援アドバイザー派遣決定書（県立学校版）（別記第５号様式）により通知するものとする。 

 

（勤務状況報告書） 

第１６条 前条の規定により派遣が決定した所属の校（園）長は、アドバイザーの勤務状況を、特

別支援アドバイザー勤務状況報告書（別記第６号様式）により作成し、派遣終了日から２週間以

内に教育事務所長に提出するものとする。 

２ 教育事務所は、提出された勤務状況報告書を当該アドバイザーの出勤簿に添付し、保管するも

のとする。 

 

（旅 行） 

第１７条 アドバイザーは、教育事務所長が職務遂行上必要と認める場合に限り、旅行させるこ

とができるものとする。 

２ 職務遂行上必要と認める事項は、次の各号のとおりである。 

（１）県教育委員会が職員に対して行う研修 

（２）各市町村教育委員会が主催する研修への指導・助言を行う場合で、かつ、各市町村教育 

  委員会が費用を負担する場合 

（３）その他、研修・相談業務や体制状況確認など教育事務所長が必要と認めた場合 

３ 前項第１号及び第３号に規定する旅行に係る費用弁償の額は、特別職の職員等の給与、旅 

費及び費用弁償に関する条例（昭和３１年千葉県条例第２７号）第６条に規定する額とする。 

４ アドバイザーが公務により旅行する場合で自家用自動車（自動二輪車及び原動機付き自転車

を除く。以下同じ。）を使用する場合は、学校職員の自家用自動車の公務使用に関する取扱要綱

（平成１３年３月３０日付け教高第２８６号千葉県教育委員会教育長通知）を準用するものと

する。 

 

（休 日）  

第１８条 ４週間を超えない期間につき１週間当たりの勤務時間が１９時間２５分以上又は勤

務する日が３日以上のアドバイザーは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）及び１２月２９日から翌年１月３日ま

での日（祝日法による休日を除く。以下「年末年始の休日」という。）には、特に勤務を命ぜら

れる者を除き、定められた勤務時間においても勤務することを要しない。 

 

（休日の代休日） 

第１９条 教育事務所長及び派遣先の所属長は、アドバイザーに、祝日法による休日又は年末年

始の休日（以下「休日」という。）の全勤務時間に特に勤務することを命じた場合には、当該休

日に代わる日（以下「代休日」という。）を指定することができる。 

２ 前項の規定により代休日を指定されたアドバイザーは、勤務を命ぜられた休日に勤務した場

合において、当該代休日には、特に勤務を命ぜられるときを除き、定められた勤務時間におい

ても勤務することを要しない。 

 

(休暇の種類) 

第２０条 アドバイザーの休暇は、年次休暇、療養休暇、特別休暇、看護休暇及び看護時間とす

る。 



（年次有給休暇） 

第２１条 一の任期又は当該任期が満了する日における継続任期が６月以上のアドバイザーに

は、一の年度につき、表１に掲げる勤務時間及び所定勤務日数に応じ、それぞれ同表の日数欄

に掲げる日数による年次有給休暇を付与するものとする。 

ただし、年度の中途に採用される者の年次有給休暇については、採用開始月に応じて表２に

掲げる日数とする。 

 表１ 

勤務時間 
週所定 
勤務日数 

週所定 
勤 務 日 数 が 
不 定 の 場 合 
年間所定 
勤務日数 

年度ごとの付与日数 

任用 

初年度 

継続在職 

2年度目 

継続在職 

3年度目 

継続在職 

4年度目 

継続在職 

5年度目 

継続在職 

6年度目 

継続在職 

7年度目 

２９時間以上 
１０日 １１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日 

週２９時間 

未満 

５日 

４日 169～216 日  ７日  ８日  ９日 １０日 １２日 １３日 １５日 

３日 121～168 日  ５日  ６日  ６日  ８日  ９日 １０日 １１日 

２日 73～120 日  ３日  ４日  ４日  ５日  ６日  ６日  ７日 

１日 48～72 日  １日  ２日  ２日  ２日  ３日 

   

 表２ 

勤務時間 
週所定 

勤務日数 

週所定勤務日数が 

不定の場合 

年間所定勤務日数 

任用初年度における採用月ごとの付与日数 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９ 

月 

10

月 

11

月 

12

月 

１

月 

２ 

月 

３ 

月 

週２９時間以上 
10 10 10 10 10 10 ５ ４ ３ ３ ２ １ 

 

 

週２９時間

未満 

５日 

４日 169日～216 日 ７ ７ ７ ７ ７ ７ ４ ３ ２ ２ １ １ 

３日 121日～168 日 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ３ ２ ２ １ １ ０ 

２日 73 日～120 日 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ２ １ １ １ １ ０ 

１日 48 日～72日 １ １ １ １ １ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

２ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は、２０日を限度として、 

当該年度の翌年度に繰り越すことができる。 

３ 年次有給休暇は、１日を単位として与える。ただし、教育事務所長は、アドバイザーの請

求により、１時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を与えることがで

きる。 

４ 時間単位年休を取得する場合の１日の年次有給休暇に相当する時間数は、所定勤務時間数

が決まっている期間における１日の平均勤務時間数（当該勤務時間数に１時間未満の端数が

あるときは、これを切り上げた時間数）とする。 

５ 教育事務所長は、アドバイザーの年次有給休暇を当該職員の請求する時季に与えなければ

ならない。ただし、請求された時季に年次有給休暇を与えることが公務の運営を妨げる場合

においては、他の時季にこれを与えることができる。 

 

（療養休暇）  

第２２条 アドバイザーの療養休暇は、アドバイザーが負傷又は疾病のため療養する必要があ

るとき、次の各号に掲げる場合において、当該各号に掲げる期間について与えるものとす

る。 



（１）公務上の負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認

められる場合 その都度必要と認められる期間 

（２）前号以外の理由による負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむ

を得ないと認められる場合  一の年度において１０日の範囲内の期間 

２ アドバイザーが療養休暇の承認を受けて勤務しない場合（前項第１号に掲げる場合に限

る。）には、別に定めるところによりその給与を減額する 

３ アドバイザーが療養休暇の承認を受けて勤務しない場合（第１項第２号に掲げる場合に限

る。）には、当該療養休暇の期間中給与を支給する。 

 

（有給の特別休暇） 

第２３条 アドバイザーには、次の各号に掲げる事由による特別休暇を、それぞれ各号に掲げ

る期間について与えることができるものとし、この休暇期間中給与を支給する。 

（１）選挙権その他公民としての権利の行使 その都度必要と認める期間 

（２）裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他の官 

公署への出頭 その都度必要と認める期間 

（３）アドバイザーの結婚 連続する７日の範囲内の期間 

（４）アドバイザーが不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる場

合 一の年度において５日（当該通院等が体外受精等に係るものである場合にあっては、

１０日）の範囲内の期間 

（５）妊産婦である女性が受ける母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）に基づく保健指導又

は健康診査 妊娠満２３週まで４週間に１回、妊娠満２４週から満３５週まで２週間に１

回、妊娠満３６週から出産まで１週間に１回、出産後１年以内に１回（医師等の特別の指

示があった場合には、いずれの期間についてもその指示された回数）とし、その都度保健

指導又は健康診査を受けるために必要な時間 

（６）通勤に利用する交通機関の妊娠中の女性の母体又は胎児の健康保持に影響があると認めら

れる混雑 １日を通じて１時間を超えない範囲内で必要とされる時間 

（７）妊娠中のアドバイザーの業務が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められ、休息又

は補食をする場合 その都度必要とされる時間 

（８）女性の出産 出産の予定日以前６週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）に当たる日

から出産の日後８週間を経過する日までの期間 

（９）配偶者が出産する場合であってその出産に係る入院等の日から当該出産の日後２週間を経

過する日までの期間にある場合において、アドバイザーが配偶者の出産に伴い勤務しない

ことが相当であると認められるとき 当該期間内における２日の範囲内の期間 

（１０）配偶者が出産する場合であってその出産の予定日以前６週間（多胎妊娠の場合にあって

は、１４週間）に当たる日から出産の日後８週間を経過する日までの期間にある場合にお

いて、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）

を養育する会計年度任用職員がこれらの子の養育のため勤務しないことが相当であると

認められるとき 当該期間内における５日の範囲内の期間 

（１１）忌引 次の表の死亡した者のアドバイザーとの関係欄に掲げる者に応じ、それぞれ同表

の日数欄に掲げる日数の範囲内で、その都度必要と認める期間 

死亡した者のアドバイザーとの関係 日      数 

配偶者 １０日 

父母 ７日 

子 ７日 

祖父母 ３日（アドバイザーが代襲相続し、祭具等の承継を受ける場合にあっ



 

 

   

備考 葬祭のため、遠隔の地に旅行する必要がある場合には、往復日数を加算することができる。 

 

（１２）アドバイザーのうち一の任期又は当該任期が満了する日における継続在職期間が６月以

上である者（週以外の期間によって勤務を要する日が定められている者にあっては一年間

の勤務を要する日が４７日以下である者を除く。）が、夏季における盆等の諸行事、心身の

健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であると認められる

場合 一の年度の６月から１０月までの期間内における３日 

（１３）地震、水害、火災その他の災害により次のいずれかに該当する場合その他これらに準ず

る場合で、アドバイザーが勤務しないことが相当であると認められるとき１週間を超えな

い範囲内でその都度必要と認める期間 

ア アドバイザーの現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該アドバイザーがその復旧

作業等を行い、又は一時的に避難しているとき。 

イ アドバイザー及び当該アドバイザーと同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料

等が著しく不足している場合で、当該アドバイザー以外にはそれらの確保を行うこと

ができないとき。 

（１４）地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難

であると認められる場合  その都度必要と認める期間 

（１５）地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際して、アドバイザーが退勤途

上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 

その都度必要と認める期間 

(１６)前各号に掲げるもののほか、あらかじめ人事委員会の承認を経て教育委員会が定める特

別休暇人事委員会が承認した期間 

２ 前項に規定する特別休暇のうち、第４号、第９号又は第１０号の規定の適用による特別休暇

を与えるアドバイザーは、次の各号のいずれかに該当し、かつ、一の任期又は当該任期が満了

する日における継続在職期間が６月以上である者に限る。 

（１）４週間を超えない期間につき一週間当たりの勤務時間が１９時間２５分以上又は勤務を

要する日が３日以上であること。 

（２）週以外の期間によって勤務を要する日が定められているアドバイザーで一年間の勤務を

要する日が１２１日以上であること。 

 

（無給の特別休暇） 

第２４条 アドバイザーには、次の各号に掲げる事由による特別休暇を、それぞれ各号に掲げる

期間について与えることができるものとする。 

（１）骨髄移植のため骨髄若しくは末梢（しよう）血幹細胞移植のため末梢（しよう）血幹細胞

の提供希望者としてその登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、

ては、7日） 

孫 １日 

兄弟姉妹 ３日 

おじ又はおば 
１日（アドバイザーが代襲相続し、祭具等の承継を受ける場合にあっ

ては、７日） 

父母の配偶者又は配偶者の父母 ７日 

子の配偶者又は配偶者の子 ３日（アドバイザーと生計を一にしている場合にあっては、７日） 

祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母 
１日（アドバイザーと生計を一にしている場合にあっては、３日） 

兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹 

おじ又はおばの配偶者 １日 



子及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢（しよう）血幹細胞移植のた

め末梢（しよう）血幹細胞を提供する場合における当該申出又は提供に伴う必要な検査、入

院等 その都度必要と認める期間 

（２）女性の生理 本人から請求のあった期間 

（３）女性が母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）の規定による保健指導又は健康診査に基

づく指導事項を守るため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 その都度必要

と認める期間 

（４）女性アドバイザーの生後満１年に達しない子（養子を含んだ法律上の親子関係にある子、

民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定により会計年度任用職員が当

該アドバイザーとの間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に

請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、

当該アドバイザーが現に監護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条

第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親であるアドバイ

ザーに委託されている児童及び同法第６条の４第１号に規定する養育里親であるアドバイ

ザー（児童の親その他の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定に

より、同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として当該児童を委託することができ

ないアドバイザーに限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により委託されている当該

児童。第９号オを除き、以下同じ。）の育児 １日２回各３０分 

（５）小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。以下この号において同じ。）を

養育するアドバイザーが、その子の看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話又

は疾病の予防を図るために必要なものとして予防接種又は健康診断を受けさせることをい

う。）のため勤務しないことが相当であると認められる場合 一の年度において５日（その

養育する小学校就学の始期に達するまでの子が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲

内の期間 ※取得の単位は１日又は１時間 

（６）次に掲げる者で、負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むの

に支障がある者（以下「要看護者」という。）の看護その他の必要な世話を行うため勤務し

ないことが相当であると認められる場合 一の年度において５日（要看護者が２人以上の場

合にあっては、１０日）の範囲内の期間 ※取得の単位は１日又は１時間 

  ア 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） 

  イ ２親等以内の親族 

  ウ 届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者の父母 

  エ 配偶者の父母の配偶者であって、アドバイザーと同居しているもの 

  オ 届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者の子であって、アドバイザーと同

居しているもの 

２ 前項に規定する特別休暇のうち、第５号又は第６号の規定の適用による特別休暇を与える 

アドバイザーは、次の各号のいずれかに該当し、かつ、一の任期又は当該任期が満了す 

る日における継続任期が６月以上である者に限る。 

（１）４週間を超えない期間につき一週間当たりの勤務時間が１９時間２５分以上又は勤務を

要する日が３日以上であること 

（２）週以外の期間によって勤務を要する日が定められているアドバイザーで一年間の勤務を

要する日が１２１日以上であること 

３ アドバイザーが第１項に規定する特別休暇の承認を受けて勤務しない場合には、別に定め

るところによりその給与を減額する。 

 

 

 



（療養休暇及び特別休暇の承認） 

第２５条 療養休暇及び特別休暇（第２３条第１項第８号の規定の適用による特別休暇を除

く。）は、あらかじめ校長の承認を受けなければならない。ただし、アドバイザーが、病

気、災害その他のやむを得ない理由により、あらかじめ承認を受けることができなかった

ときは、当該事由が止んだ後速やかに当該事由を付して事後に承認を求めることができ

る。 

（育児休業及び部分休業） 

第２６条 アドバイザーの育児休業及び部分休業については、教育委員会が別に定める。 

 

（看護休暇及び看護時間） 

第２７条 アドバイザーの看護休暇及び看護時間については、教育委員会が別に定める。 

 

（服務） 

第２８条 アドバイザーの服務については、法第３０条から第３７条までの規定が適用される。 

２ アドバイザーは、千葉県職員倫理条例（平成３０年千葉県条例第５９号）を遵守するものと

する。 

３ 前２項に定めるもののほか、アドバイザーの服務に関し必要な事項は、教育委員会が別に定

め、その監督は教育事務所長が行う。 

４ アドバイザーの出勤は出勤簿により、休暇はアドバイザー服務整理簿（別記第７号様式）に

より教育事務所において整理するものとする。派遣期間中における出勤簿の処理については、

「派遣」と記載するものとする。 

 

（人事評価） 

第２９条 アドバイザーの人事評価（法第２３条に規定する人事評価をいう。）の基準及び方法

に関する事項その他人事評価に関する事項は、県教育委員会が別に定める。 

 

（守秘義務） 

第３０条 アドバイザーは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

また、同様とする。 

 

（退職） 

第３１条 アドバイザーは、任期の満了又は退職の申し出により退職する。 

２ アドバイザーが第２１条から第２６条までに定める休暇に基づかずに出勤をしない状態又

はアドバイザーが届け出た連絡先での教育事務所との連絡が不能となった状態が１月を経過

した場合は、退職とする。 

３ アドバイザーから、退職の申出があった場合、教育事務所長は、特別支援アドバイザー退職

具申書（別記第８号様式）に退職願（別記第９号様式）を添えて、速やかに県教育委員会に提

出するものとする。 

４ 第２項の規定に該当する場合は、教育事務所長は、特別支援アドバイザー退職具申書に教育

事務所長の副申書及び出勤簿の写しを添えて、速やかに県教育委員会に提出するものとする。 

 

（退職承認書の交付） 

第３２条 県教育委員会は、第３０条による退職具申を受けたときは、具申書に基づいて審査し、

適当と認めたときは、第３０条の規定により退職承認書（別記第１０号様式）を交付するもの

とする。 

 



（災害補償） 

第３３条 アドバイザーの公務災害の補償等については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法

律第５０号）の規定するところによる。 

 

（雇用保険等） 

第３４条 雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の被保険者に該当するアドバイザーについては、

必要な手続きをとる。 

 

（健康診断） 

第３５条 アドバイザーの健康診断等については、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）

の規定するところにより実施するものとする。 

 

（給与の支給） 

第３６条 アドバイザーには、別添「特別支援アドバイザーの報酬及び期末手当及び勤勉手当の

支給」により、報酬を支給する。 

 

（雑則） 

第３７条 この要綱に定めのないことについては、労働基準法その他の関係法令の定めるところ

及び特別支援教育課長が別に定めるところによる。 

 

 附 則 

（施行日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

（準備行為） 

２ 雇用の手続きその他この要綱の円滑な実施のために必要な措置は、この要綱の適用日前にお

いても行うことができるものとする。  

 

（要綱等の廃止） 

３ この要綱の施行に伴い、巡回指導職員取扱要綱（平成１６年３月３１日制定）、特別支援巡回

サポート事業に係る取扱要綱（平成１９年４月１日制定）は、廃止する。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成２１年９月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 



附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年１２月２５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



別記第１号様式（第８条） 

勤務条件明示書 

被雇用者氏名  

任期  

勤務場所  

職名・業務内容  

勤務時間  

休憩時間  

勤務を要する日  

休暇等  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

報酬 

 
 
 
 

報 酬 の支 給 日  

期末・勤勉手当  

期末・勤勉手当の支給日  

安全及び衛生  

社会保険  

災害補償  

退職  

分限・懲戒の事由 

 

その他  



勤務条件明示書（記載例）   

被雇用者氏名   

任期  令和   年   月   日  ～  令和   年   月   日  

勤務場所         教育事務所  

職名・業務内容  特別支援アドバイザー・要綱第２条に掲げる業務  

勤務時間  
週○○時間で 1 日７時間４５分を超えない範囲で、教育事務所長及び派遣
先の所属長が定める。※所定時間外の勤務はない。  

休憩時間  1 日の勤務時間が 6 時間を超える場合は 45 分を与える。 

勤務を要する日  
週５日以内、○○時間で所属長が勤務を割り振った日  
（祝日及び１２月２９日から翌年の１月３日の間は勤務を要しない）  

休暇等  １  年次有給休暇（要網第２１条の定めによる）  

 ・任用開始日現在において     日  

 ※取得は原則１日単位（時間単位での取得も可）。  

２  療養休暇  （要網第２２条の定めによる）  

・公務上の傷病の場合（必要と認める期間）  無給   

・私傷病の場合（１の年度において１０日の範囲内の期間）  有給  

３  その他の休暇  

（１ ）有給（要網２３条の定めによる）  

・選挙権その他公民としての権利の行使 (必要と認める期間 )  

・裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その

他の官公署への出頭 (必要と認める期間 ) 

・結婚休暇(連続する７日の範囲内の期間) 

・不妊治療等に係る通院等（１の年度において５日（体外受精等に係る場合は１０日） 

・妊産婦である女性の保健指導又は健康診査（保健指導又は健康診査を受けるために必

要な時間） 

・妊娠中の女性の通勤時における母体又は胎児の健康保持（１日１時間を超えない範囲

で必要とされる時間） 

・妊娠中の女性の休息又は捕食(必要とされる時間) 

・女性の出産（産前６週（多胎妊娠の場合１４週）、産後８週） 

・配偶者の出産（出産に係る入院等の日から産後２週間までの期間において２日） 

・配偶者の出産及び子の養育 

・忌引（要綱第２３条第１１号の表の定めによる） 

・特別休暇(１の年度の６月から１０月までの期間における３日) 

・地震、水害、火災その他の災害による現住居滅失・食料等確保(１週間を超えない範囲

内で必要と認める期間) 

・地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等による出勤困難(必要と認める期

間) 

・地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故時の退勤途上における身体危険の回

避(必要と認める期間) 

（２ ）無給（要綱第２４条の定めによる） 

・ドナー休暇 (必要と認める期間 ) 

・女性職員の生理（請求した期間）  

・妊産婦である女性の保健指導又は健康診査 (保健指導又は健康診査を受けるた

めに必要な時間 )  

・妊娠中の女性の通勤時における母体又は胎児の健康保持 (１日１時間を超えない

範囲内で必要とされる時間 ) 

・女性の出産（産前６週（多胎妊娠の場合１４週）、産後８週）  

・女性の生後満１年に達しない子の育児（ 1 日 2 回各３０分）  

・小学校就学始期に達するまでの子の看護（５日（２人以上の場合１０日）） 

・２週間以上の看護や世話（５日（２人以上の場合１０日））  



報酬  

１  報酬の算定基礎額は辞令記載のとおり  

２  報酬及び通勤手当相当額の算出については、「特別支援アドバイザーの 

報酬に関する取扱いについて」記載のとおり  

報 酬 の支 給 日 
月末締めで翌月の 21 日に支給  

（21 日が休日又は土日にあたるときはその直前の平日に支給）  

期末・勤勉手当  
任期が６か月以上、かつ週当たりの勤務時間が１５時間３０分以上の者を支

給対象  

期末・勤勉手当の支給日 
６月期：７月１０日（基準日６月１日）  １２月期：１２月２０日（基準日１２月１

日）  

安全及び衛生  
 

社会保険  社会保険（健康保険・厚生年金）、公立学校共済組合、雇用保険に加入  

災害補償  
「議会の議員その他非常勤職員の公務災害補償等に関する条例」に基づく
補償  

退職  任期の満了、退職の申し出  

分限・懲戒の事
由  

・勤務実績が良くない場合  
・非行、職務怠慢、その他職員としてふさわしくない行為があった場合  
・心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないと認めら
れた場合  

・担当する業務が終了、中止又は中断した場合  
・職務に必要な適格性を欠くと認められた場合  

その他  
・地方公務員法に基づき服務規律が適用される。  
・千葉県職員倫理条例を遵守する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用になるものを記入  



別記第２号様式（第１３条） 

第   号  

令和  年  月  日  

 

 千葉県教育庁   教育事務所長 様 

 

                      教  育  委  員  会    

 

特  別  支  援  ア  ド  バ  イ  ザ  ー  派  遣  申  請  書 

 特別支援アドバイザー取扱要綱第１３条の規定により、下記の各学校に特別支

援アドバイザーを派遣願いたく申請します。 

記 

番号  学 校 名  派遣期間   
特別支援学級等  

設置状況  
備 考  

  １     

２     

３     

４       

 ５     

（注）特別支援アドバイザー取扱要綱第１３条第２項の規定により記入のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第３号様式（第１３条第３項）  

第   号  

令和  年  月  日  

 

    教育事務所長 様  

                          ○○学校長  

 

特別支援アドバイザー派遣申請書（県立学校版）  

 

このことについて、下記の事由により特別支援アドバイザーの派遣について要  

請願います。  

 

記  

 

１ 派遣期間  令和  年  月  日 から  

       令和  年  月  日 まで  

 

２ 派遣理由   

＊指導・支援を必要とする事由等を記入すること。  

＊個人情報が含まれないよう配慮すること。  

 

３ 状況報告  別紙のとおり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙    

状 況 報 告 書  

○○○○学校  

特別支援教育コー

ディネーター氏名

（他の主な分掌）  

 

（         ）  

対象幼児児童生徒

数  

 

 

 

対象幼児児童生徒

の様子  

＊個人情報に留意しながら記載すること。  

＊個人の詳細については、派遣の際に直接、アドバイザーに伝えるこ

と。  

 

 

 

 

 

 

対象幼児児童生徒

に対する支援の状

況  

＊個人情報に留意しながら記載すること。  

＊個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成と活用状況については

必ず記載すること。合理的配慮の申出があった場合は、対応状況に

ついて記載すること。  

＊個人の詳細については、派遣の際に直接、アドバイザーに伝えるこ

と。  

 

 

 

 

校内体制状況  ○特別支援教育コーディネーターの活動  

○校内委員会の組織と活動、年間開催日数  

○特別支援教育に関する研修の状況    

○課題  等  

 

 

関係機関との連携   

 

特別支援  

アドバイザーに  

期待すること  

＊学校のニーズに応じた派遣となるよう、アドバイザーから助言・援

助を受けたいことを具体的に記載すること。  



別紙    

状 況 報 告 書（記入例）  

○○○○学校  

特別支援教育コー

ディネーター氏名

（他の主な分掌）  

 

（         ）  

対象幼児児童生徒

数  

○名（学校全体での対象幼児児童生徒数を記入する。）  

対象幼児児童生徒

の様子  

児童（又は幼児、生徒）A 

 学習に集中して取り組むことが難しく、教室内を動き回ったり教室

から出て行ってしまったりすることがある。  

児童（又は幼児、生徒）B 

 文章を書くことが苦手で、授業中に板書を写すのに時間がかかる。

最近は文書を書こうとしなくなってしまい、学習内容を理解するこ

とも難しくなってきている。   

対象幼児児童生徒

に対する支援の状

況  

児童（又は幼児、生徒）A 

・個別の教育支援計画・個別の指導計画を作成し、保護者や関係機

関と連携して指導支援に取り組んでいる。  

・年度初めに保護者から合理的配慮の申出があり、校内委員会で検   

討した後、必要な合理的配慮の提供に努めている。  

・座席の位置や教室環境を整理するなど集中できる環境づくりに取      

 り組むとともに、予定表を掲示するなど見通しが持ちやすいよう

に工夫している。  

児童（又は幼児、生徒）B 

・個別の教育支援計画・個別の指導計画を作成し、保護者や関係機関

と連携している。計画を職員間で共有し一貫した指導に取り組んで

いる。  

・書き写す部分を減らしたり補助プリントを活用したりするなど、書

きやすくなる方法を工夫している。  

校内体制状況  ○特別支援教育コーディネーターの活動  

○校内委員会の組織と活動、年間開催日数  

○特別支援教育に関する研修の状況    

関係機関との連携  

 

・近隣の特別支援学校のコーディネーターやスクールカウンセラー  

と連携して支援を実施している。  

特別支援  

アドバイザーに  

期待すること  

・発達障害のある生徒の指導支援の在り方についての助言・援助  

・職員研修の講師（テーマ：○○○○）  

・校内委員会における指導・支援の在り方についての助言  



別記第４号様式（第１５条） 

第   号  

令和  年  月  日  

        教  育  委  員  会 様 

 

               千葉県教育庁    教育事務所長 

 

特  別  支  援  ア  ド  バ  イ  ザ  ー  派  遣  決  定  書  

 

 令和  年  月  日付け   第   号で申請のありました特別支援

アドバイザーの派遣について、下記のとおり決定しましたので該当所属へ周知願

います。 

記 

 

 特別支援アドバイザー名   派遣学校名   派遣期間   備  考 

    

    

    

    



別記第５号様式（第１５条） 

第   号  

令和  年  月  日  

      学校長 様          

 

                         教育事務所長 

 

特別支援アドバイザー派遣決定書（県立学校版）  

 

 令和  年  月  日付け   第   号で申請のあった特別支援アド

バイザーの派遣について、下記のとおり決定したので通知します。  

 

 

記 

 

 特別支援アドバイザー名    派遣期間      備  考 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第６号様式（第１６条）  

令和  年  月  日  

千葉県教育庁   教育事務所長 様  

立   学校（園）長 印  

 

特別支援アドバイザー勤務状況報告書  

 

このことについて、特別支援アドバイザー取扱要綱第１６条の規定により、下

記のとおり勤務しましたので報告します。  

記  

特別支援アドバイザー氏名  

令和  年  月分勤務状況  

勤務日  勤務時間／割振時間  勤務日  勤務時間／割振時間  

日  ／  日  ／  

日  ／  日  ／  

日  ／  日  ／  

日  ／  日  ／  

日  ／  日  ／  

日  ／  日  ／  

日  ／  

合 計  

勤務時間数  時間  

日  ／  割振時間数  時間  

日  ／  通勤所要日数  日  

 

 



別記第７号様式（第２８条第４項） 

特別支援アドバイザー服務整理簿  

 

要 綱 第 ２ １ 条 第 １ 項 に 定 め る 年 次 有 給 休 暇 の 残 日 数  

 年  月  日 付 与 分     日   

 年  月  日 付 与 分     日  

 年  月  日 付 与 分     日  

決裁印  
届出  
月日  

届出事項  届出者  
取扱
者印  月日  日時数  

休暇の  

種別  
理  由  職名  氏名印  

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

（注１）休暇の種別欄には、「有給」又は「無給」と記入する。理由欄には、要綱第２１条第１項に  
定める休暇の場合は記入を要しないものとし、その他の休暇の場合は「要綱第２３条（１）」
のように根拠条文を記入する。  

（注２）要綱第２１条第１項に定める休暇は原則 1 日を単位で取得（時間単位での取得も可）。  

（注３）その他記入については、学校職員の例に準じること。  

 

教 育 事 務 所 名   

職  名  特 別 支 援 ア ド バ イ ザ ー  

氏  名   



別記第８号様式（第３１条第３項）  

 

第    号   

年   月   日   

 

 千葉県教育委員会教育長  様  

 

                      教育事務所長  

                  氏  名             

 

 

特別支援アドバイザー退職具申書 

 

 このことについて、特別支援アドバイザー取扱要綱第３０条の規定により、

下記のとおり発令願いたく、必要書類を添えて具申します。  

 
 

記  

 

氏 名 
当  初  の 

任 用 期 間 

退職発令 

希望年月日  担  当  退職理由  

 
年   月   日  

～   年   月   日  
  年   月   日    

 

 



別記第９号様式（第３１条第３項）  

 

 

退  職  願  

                         

                           年  月  日  

 

千葉県教育委員会教育長 様  

 

所属       教育事務所  

職名  特別支援アドバイザー  

氏名            印  

 

 

私は、         のため      年       月   日付けをも

って退職したいので、承認くださるようお願いします。  

 

 

 



別記第１０号様式（第３２条） 

 

 

退   職   承   認   書  

 

                      （被雇用者氏名） 

 

  あなたが、特別支援アドバイザー取扱要綱に基づいて、下記の理由により、 

年 月 日限りで退職することを承認します。  

 

記 

 理 由  

 

 

 

 

 

 

 

 

                    令和  年  月  日 

           千葉県教育委員会教育長        印  

 

 


